
（新規）

１．指定工事店の要件

② 奈良県内に営業に適する店舗を有していること。

③ 工事の施工に必要な設備及び器材を有していること。

④ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者でないこと。

⑤ 精神の機能の障害により排水設備等の新設等の設計及び工事の事業を適正に営むに

当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者でないこと。

⑥ 法人にあっては、その代表者が前２項に掲げる要件を備えていること。

⑦ 指定工事店の指定を取り消された者は、その取消の日から２年を経過していること。

⑧ 責任技術者の登録を取り消された者にあっては、当該責任技術者の登録を取り

消された日から２年を経過していること。

⑨ その他、管理者が必要と認める要件

以上の要件をすべて備えていなければなりません。

２．申請期間

５月１日 ～ ５月３１日 まで ※午前９時～午後５時（土日・祝日は除く）

３．申請場所

注）新庄庁舎及び當麻庁舎では、申請できません。

４．申請に必要な書類

① 排水設備指定工事店指定（更新）申請書（様式第１号）

② 金銭の授受その他営業に関する使用印鑑届（様式第２号）

③ 印鑑登録証明書

④ 所有器材調書（様式第３号）

⑤ 選任された責任技術者及び常雇の従業員名簿（様式第４号）

⑥ 支店又は出張所については、本社からの委任状

⑦ 法人にあっては登記簿謄本及び定款

⑧ 誓約書（様式第５号）

⑨ 店舗（倉庫を含む）の所在場所を明らかにする附近見取り図並びに店舗の平面

図及び写真（写真については事務所・倉庫等の写真）

⑩ 奈良県排水設備責任技術者証の写し（表面、裏面両方必要）

⑪ 排水設備指定工事店指定登載申請書（様式第７号）

⑫ 調査票 ※条例の規定にはございませんが、ご協力お願いいたします。

５．指定手数料

２０，０００円（申請時に納付）



様式第1号(第2条関係)

(表)

(注) 添付書類は、裏面を参考に作成のこと。

排水設備指定工事店指定(更新)申請書

年 月 日

住 所

申請者 氏 名 印

電話番号

指定

更新
を受けたいので、別紙関係書類を添えて

申請いたします。

商 号

事務所の所在地

代 表 者 名

設 立 年 月 日

事 業 内 容

責
任
技
術
者

住 所

氏 名 印 電話番号



(裏)

1 金銭の授受その他営業に関する使用印鑑届(様式第2号)

2 印鑑登録証明書

3 所有器材調書(様式第3号)

4 選任された責任技術者及び常雇の従業員名簿(様式第4号)

5 支店又は出張所については、本社からの委任状

6 法人にあっては、登記簿謄本及び定款

7 誓約書(様式第5号)

8 店舗(倉庫を含む。)の所在場所を明らかにする付近見取図並びに店舗の平面図及び

写真

9 奈良県排水設備工事責任技術者証の写し

10 指定期間中に施工した工事の実績に関する書類(更新の場合)

11 1から10までに掲げるもののほか、管理者が必要と認める書類



様式第2号(第3条関係)

使 用 印 鑑 届

使用印鑑 法務局又は市町村長の

証明した印鑑

年 月 日

住 所

届出者 商 号

代表者名 印



様式第3号(第4条関係)

所 有 器 材 調 書

住 所

商 号

代表者名 印

品 名 形状、寸法及び能力 数 量 備 考



様式第4号(第5条関係)

選任された責任技術者及び常雇の従業員名簿

住 所

商 号

代表者名 印

氏 名 生年月日 年齢 住 所 資 格
資 格

年月日

給排水

設備工

事従事

年数



様式第5号(第6条関係)

誓 約 書

る規程を始め、これに関連する事項を遵守することはもちろん、不正又は不都合な行為

があったときは、どのような処分を受けても何らの異議を申しませんことをここに誓約

します。

年 月 日

住 所

商 号

代表者名 印



様式第7号(第8条関係)

(注) 排水設備指定工事店指定手数料は、申請の際納付すること。

排水設備指定工事店指定登載申請書

年 月 日

住 所

申請者 氏 名 印

電話番号

1 商 号

2 事務所の所在地

3 代 表 者 名

4 設 立 年 月 日

5 事 業 内 容


